
令和6年度流通・物流の効率化・付加価値創出に係る基盤構築事業
（消費財の流通における商品情報授受の実態調査・データ連携促進事業）

第3回 商品情報連携標準に関する検討会
『これまでの議論の振り返り』
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海外事例調査結果

産業横断レジストリー活用の方向性検討のインプットとするため、海外に拠点を置くⅠ.ブランドオーナー(サプライヤー) Ⅱ.リテーラー 
Ⅲ.GS1 Global Office および海外GS1組織にインタビューを実施した。

調査対象
企業・組織

構想実現に向けた
インサイト

① Procter&Gamble (GDSN Board)

② Nestle
③ Smucker’s (現GS1 Global Office)

④ PepsiCo 

Ⅰ. ブランドオーナー(サプライヤー) Ⅱ. リテーラー

⑤ Carrefour
⑥ Metro (GDSN Board)

⑦ Albert Heijn
⑧ Ahold Delaize
⑨ ICA

⑩ GS1 Global Office (元Wegmans)

⑪ GS1 Sweden
⑫ GS1 Netherland
⑬ GS1 Austria
⑭ GS1 Australia

Ⅲ. 海外GS1組織

➢ 消費者の購買体験の向上のためには、データの正確性・タイムリーな情報共有・サプライチェーンの透明化が
重要である。これらを実現することで消費者からの信頼獲得、結果的には企業価値向上につながる。

➢ 情報開示の必要性は、欧米諸国と同様に、今後日本においても高まり続けていくと想定される。
それに対応できるだけの共有データ基盤を各企業が整備する必要性がある。

➢ デジタルな商品情報の交換は取引のベースであり、以前は企業間取引においての重要性が注目されていたが、
現在では消費者に対する情報提供において非常に重要となっている。

取組の
必要性

構築
プロセス

➢ 各プレイヤーのトップ層が課題を認識し推進支援することが取組の第一歩。

➢ 一企業で主導するのは難しく、ステークホルダー (データの出し手と受け手/GS1ほか関係者間) の協力が必須。

➢ 海外では法規制やコンプライアンスルール(必須開示データの多様化など)が共通データ基盤構築の追い風になった
ように、日本でもきっかけとなるようなルール化・および国からの促進が必要か。

➢ 製品情報の定義が業界内で一致していることがまずは重要であり、その確認の場としてGS1の存在が必要。
サプライヤーはこの定義(共通言語)を必要としており、これがないとシームレスなデータ交換は不可能。
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解決の方向性

産業横断レジストリーの活用し商品情報の共通化・システム経由での授受を実現するとともに、工数圧迫の要因となっていた
業務の見直しを行うことで、生産年齢人口の減少率を上回る生産性の向上、商品情報情報品質の向上を目指す。

解決施策

産業横断
レジストリー

の活用

【商品情報の共有】
• 各業界DBの商品情報を産業横断レジストリーに集約
• 製配販の各プレイヤーは産業横断レジストリーを参照し、

個別の情報授受の廃止を実現

【情報品質向上】
• メーカー入力の情報をシステム経由で広く利用することで、

手作業を減らし、入力ミスを削減
• 同一情報を多数のプレイヤーが利用することによって、

情報エラーの早期発見、発見率の向上を実現

業務変革

【GTIN運用適正化】
• JANコードをキーに、商品を一意に特定できる状態を実現
• 製・配・販で協議し、業務実態に即した運用ルールを策定

【早期情報公開】
• 商談～販売まで、業務プロセスの中で必要な商品情報を

段階的な公開とすることで、一連の情報授受をシステム化

目標
◼ 2050年に35%の業務効率化を実現

(生産年齢人口26.4%減見込に労働生産瀬上昇率を加味した目標設定)

創出されるメリット

業務
効率化

◼ 業務標準化による個別対応業務の削減
✓ バケツリレーの廃止
✓ 取引先毎の対応の削減

◼ システム化によるデータ登録/連絡作業の削減
✓ 取引先別の手入力でのデータ登録削減
✓ 情報品質向上に伴うエラー対応工数の削減

情報の
提供価値

拡大

◼ 商品情報データ品質の向上
✓ メーカー提供の情報を、全てのプレイヤーが共有
✓ 消費者に対する正確な情報提供が可能に

◼ 情報活用
✓ パーソナルマーケティングでの活用
✓ 画像メタ情報の取得・活用
✓ AI学習用素材としての活用









11

ロードマップ

25年度は産業横断レジストリー運用ルールを討議し、ガイドライン化を目指す。
また、2026年4月時点での取扱データ項目拡大も想定し、業界固有項目の連携準備を開始する。

FY24 FY25 FY26 FY27

Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

・商品情報連携会議(仮称)(2025年)
・ユーザー会(仮)（2026年~）

GS1

産業横断レジストリー
構想具体化 システム要件定義

• 産レジ要件検討
• 業界DBとの接続
• 利用者との接続

開発

システム
要件定義

開発
Ver2.1
サービス
開始

構想策定
• 現在の取組みの整理
• 共通化項目/

業界固有項目の確認
• 項目定義
• 提供スキームの在り方

構想策定

追加項目
検討

(画像他)

運用ルール検討（ガイドライン作成）
• 商品情報の登録・利用ルールの検討
(GTIN設定ルール、登録タイミング等)
• 連携の在り方詳細検討

運用ルール検討
• 項目入力規則、利用ルール規則
• 必要要件他

追加
カテゴリー

検討
(その他DB)

産業
横断R
拡張

運用ルールの啓蒙
• 産レジ利用ガイドラインの周知・徹底

Ver1.0
サービス開始

運用ルールの維持管理・見直し
• 必要に応じてルールの見直し

構想策定
• 業務要件定義
• 拡張カテゴリー選定
• 必要項目の整理
• 他DBとの連携検討

運用ルールの啓蒙
• 拡張項目入力規則や利用ルールの周知・徹底

運用ルールの
維持管理
見直し

運用ルール検討
• 項目入力規則、利用ルール規則
• 必要要件他

運用ルールの啓蒙
• 拡張項目入力規則や利用ルールの周知・徹底

運用ルールの
維持管理
見直し

システム
要件定義

開発

利用料金
定義

凡例(実施主体)

※
GS1 Japanをサービス事業者
とした場合の実装予定
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データ分類

分類 項目例

大分類 小分類※1,2

基本項目
⇒誰が見ても変わらない、商品そのものの固有の情報

単品 GTIN-13、商品名称、サイズ、内容量 等

物流 GTIN-14、集合包装（ボール、ケース）の入数・サイズ・重量 等

拡張基本項目
⇒今後の商取引拡大に伴い、協調領域として整備されるべき情報

棚割画像 2D商品画像（棚割画像）

品質 原材料名、アレルギー物質、製造所/加工所、栄養成分 等

EC画像 高解像度画像、3D画像 等

関係依存項目
⇒同じ商品で同じ項目だが、相対で情報が異なる項目

取引 販促売価、見積価格、原単価、売単価、最低発注数量、
発注可能日/最終発注日 等

個別項目
⇒各社が事業戦略上必要となる情報

詳細品質 (表示法推奨レベルより詳細な情報)

その他 商品特徴、レシピ情報、MD分類 等

※1
“小分類“は概要図において、各DBの保持するデータ内容を示す項目
※2
大枠での分類であり、各DBが持つ情報が完全に一致するわけではない
例)GJDBにおける“単品情報”とFDBにおける“単品情報”におけるデータ項目は異なっている


